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1.はじめに
　NFT については、ニース国際分類において NFT に関連する分類が 2023 年から追加され、EUIPO の Practice 
Tips が 2022 年 6 月に公表され、USPTO の Handout が 2022 年 12 月に公表され、Hermes v. Rothschild 事件の
ニューヨーク連邦地方裁判所における評決が 2023 年 2 月に下される等の動きがある。本稿は、これらの近時の国
際動向を踏まえ、ニース国際分類、欧州、米国及び我が国の NFT の商標法上の取扱いについて、先行研究を紹介、
比較・検討した上で、一つの可能性として、三つの観点から分類・整理を試みる。
　なお、本稿において、画像ファイル等とは、画像ファイルのみならずデジタルファイル、デジタルアイテム、デ
ジタル商品、マルチメディアファイル、デジタル画像、デジタル資産、underlying asset、画像・動画ファイルを
含む意味で用いており、NFT と画像ファイル等の区別について特段の言及がない場合は、区別する見解として整
理している。
　また、authenticate（認証する）については、何を認証するかについて言及がない場合は、真正性を証明すると
の理解を前提としており（1）、NFT の画像ファイル等の所有権認証機能について特段の言及がない場合は、真正性

要　約
　本稿では、ニース国際分類、欧州、米国及び我が国における NFT の商標法上の取扱いについて、近時の国
際動向を踏まえ、政策実務、判例（米国ニューヨーク州連邦地方裁判所）及び先行研究を紹介、比較・検討し
た上で、一つの可能性として、以下のように、三つの観点から分類・整理を試みた。
　① NFT 自体を認容する見解（UKIPO 等）と② NFT により認証された画像ファイル等を認容する見解

（ニース国際分類、EUIPO、USPTO、JPO 等）に分類・整理。
　① NFT と画像ファイル等を区別する見解（ニース国際分類、EUIPO、USPTO、JPO 等）と②消費者の
理解を前提に NFT と画像ファイル等を区別しない見解（Hermes v. Rothschild 事件判決等）に分類・
整理。
　① NFT の画像ファイル等の所有権認証機能を否定する見解（米国の先行研究）、② NFT の画像ファイル等
の所有権認証機能を肯定する見解（USPTO 等）、③ NFT の画像ファイル等の真正性認証機能を肯定する見
解（ニース国際分類、EUIPO、JPO 等）に分類・整理。



NFT の商標法上の取扱い―ニース国際分類、欧州、米国及び我が国の状況

パテント 2023 － 132 － Vol. 76　No. 13

を認証する見解として整理している。

2.ニース国際分類、欧州、米国及び我が国における NFT の商標法上の取扱い
　2.1　ニース国際分類
　ニース国際分類（The Nice Classification（NCL））（標章（mark）（2）の登録のための商品及びサービスの国際分
類に関するニース協定に基づく、国際的に共通の商標登録のための分類）の 2023 年 1 月 1 日に発効した第 12-
2023 版には、第 9 類（注釈によれば、「主として、科学用又は研究用機械器具、視聴覚用及び情報技術用装置、並
びに安全及び救命用具を含む」）に、downloadable digital files authenticated by non-fungible tokens［NFTs］

（非代替性トークン（NFT）により認証されたダウンロード可能なデジタルファイル）が追加された（3）。しかし、
NFT の定義については言及がないようである。商品名は、NFT ではなく、NFT により認証されたデジタルファ
イルであるので、NFT により認証された画像ファイル等を認容する見解と思われる。

　2.2　欧州
　（1）　EU（European Union）
1）　EUIPO
　EUIPO（European Union Intellectual Property Office）（欧州連合知的財産庁）は、NFT は、unique digital 
certificates registered in a blockchain, which authenticate digital items but are distinct from those digital items

（ブロックチェーンに登録された固有のデジタル証明書として取り扱われ、デジタルアイテムを認証するものでは
あるが、当該デジタルアイテムとは区別される。）としており、non fungible token という用語それ自体では受け
入れることができず、NFT によって認証されるデジタルアイテム種類を特定しなければならないとしている（4）。
NFT がデジタルアイテムを認証するとしているので、NFT により認証された画像ファイル等を認容する見解と思
われ、ニース国際分類と整合的と思われる。
2）　European Parliament（欧州議会）の Study
　EUIPO が推薦する European Parliament の Study（以下、欧州議会 Study）は、機能的に記述すれば、NFT は、
所有し取引することのできる固有の non-fungible（非代替性の）デジタル資産をブロックチェーンを使用して作
るための cryptographic tool（暗号上のツール）であるとしている（5）。この定義は、EUIPO の定義と整合的と思わ
れるが、NFT を cryptographic tool（暗号上のツール）としている点が特徴的と思われる。
　欧州議会 Study は、また、いわゆるメタバースにおいて、NFT はデジタル商品の販売と所有権の追跡と有効性
の確認のために使われるのに加え、フィジカルな資産の真正性の証明のために使われるとしている（6）。この見解は、
NFT が画像ファイル等を認証するために使われるとしているように思われるので、この点は、ニース国際分類、
EUIPO と整合的と思われる。NFT の画像ファイル等の所有権認証機能を肯定しているように思われる点とフィジ
カルな資産の真正性の証明のためにも使われるとしている点は特徴的と思われる。

　（2）　英国
　UKIPO（United Kingdom Intellectual Property Office）（英国知的財産庁（7））については、UKIPO からの直接
の引用ではないが、以下（「」で囲った部分）の指摘がある。「最近の事例で “non-fungible tokens used with 
blockchain technology”（ブロックチェーン技術を用いた非代替性トークン）は不明確であると判断されました。
代わりに、第 9 類 “downloadable software, namely non-fungible tokens used with blockchain technology”（ダウ
ンロード可能なソフトウェア、すなわちブロックチェーン技術で使用される非代替性トークン）が認容されていま
す（8）。」この指摘を前提に考えると、ニース国際分類、EUIPO、欧州議会 Study と異なり、NFT 自体がソフトウェ
ア（コンピューターのプログラムを抽象的にとらえる呼称（9））として認容されることになるのではないかと思わ
れる。
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　2.3　米国
　（1）　USPTO 等
1）　USPTO
　USPTO（United States Patent and Trademark Office）（米国特許商標庁）は、NFT とは、A piece of data 
locked to one specific digital or physical item（特定のデジタル又はフィジカルアイテムに固定されたデータ）で
あり、Exists on, and is tracked on, a blockchain（ブロックチェーン上で存在し、かつ、追跡され）、Similar to a 
certificate of authenticity or ownership（真正性又は所有権の証明書に類似）しており、Not a good or service

（商品又はサービスではない）としている（10）。
　この見解は、NFT は商品ではないとしている点は、EUIPO と整合的と思われる。NFT はデータであるとして
いる点は特徴的であるが、フィジカルアイテムにも固定され得るとしている点及び所有権の証明書になり得るとし
ている点は欧州議会 Study と整合的と思われる。
　USPTO はまた、NFT に関連する認容例として、第 9 類 “Downloadable image files containing trading cards 
authenticated by non-fungible tokens（NFTs）”（非代替性トークン（NFT）により認証されたトレーディング
カードを含むダウンロード可能な画像ファイル）、第 9 類 “Digital collectibles in the nature of downloadable 
multimedia files containing artwork in the field of Native American culture authenticated by non-fungible 
tokens（NFTs）”（非代替性トークン（NFT）により認証されたアメリカ先住民文化の領域における工芸品を含む
ダウンロード可能なマルチメディアファイルの性質を持つデジタル収集品）、第 25 類 “Sneakers authenticated by 
non-fungible tokens（NFTs）”（非代替性トークン（NFT）により認証されたスニーカー）、第 35 類 “Provision of 
an online marketplace for buyers and sellers of downloadable digital art images authenticated by non-fungible 
tokens（NFTs）”（非代替性トークン（NFT）により認証されたダウンロード可能なデジタルアート画像の売主及
び買主へのオンライン市場の提供）を挙げている（11）。
　この見解は、第 9 類の認容例については、NFT により認証された画像ファイル等を認容している点、ニース国
際分類、EUIPO、欧州議会 Study と同様と思われる。第 25 類の認容例は、NFT により認証されフィジカルな商
品である点は、上述の USPTO における NFT の定義の特徴であるフィジカルアイテムへの固定可能性と整合的と
思われるとともに、欧州議会 Study と同様と思われる。また、第 35 類の認容例は画像のオンライン提供業（いわ
ゆるプラットフォーム事業）と思われるが、役務であることが特徴的と思われる。
2）　Merriam-Webster Dictionary
　USPTO（United States Patent and Trademark Office）（米国商標特許庁）と USCO（United States Copyright 
Office）（米国著作権局（12））は、知的財産法と NFT に関連する政策課題を検討する Joint Study（以下、US Joint 
Study）において、USPTO と USCO が提示する質問に対する回答をパブリックコメントとして提出する際に、当
該質問を解釈する際に整合を取るべき NFT の一般的定義として、Merriam-Webster Dictionary の “a unique 
digital identifier that cannot be copied, substituted, or subdivided, that is recorded in a blockchain, and that is 
used to certify authenticity and ownership（as of a specific digital asset and specific rights relating to it）（13）”（複
製、代替、分割できない固有のデジタル識別子で、ブロックチェーンに記録され、（特定のデジタル資産やそれに
関連する特定の権利の場合のように）真正性と所有権を証明するために使われる（14））を挙げ、NFT は underlying 
asset（原因関係上の資産（15））に refer（言及）するものではなく、unique digital identifier（固有のデジタル識別
子）に refer（言及）するものであるとしている（16）。
　この見解は、US Joint Study が尊重する見解と言えると思われるが、NFT がデジタル資産等を認証するために
使われるとしているので、NFT により認証された画像ファイル等を認容する見解と思われる。また、NFT の所有
権認証機能を肯定する点は、欧州議会 Study 及び USPTO と同様である。
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　（2）　判例
1）　Hermes v. Rothschild 事件

（ⅰ）　事件及び評決の概要
　ニューヨーク州連邦地方裁判所の事件で、被疑侵害者である Mason Rothschild というアーティストが商標権者
の高級ハンドバッグ「バーキン」の模造毛皮で覆われた（faux-fur-covered）バージョンの digital image（デジタ
ル画像）を作り、「METABIRKINS（メタバーキン）」と名づけ、いわゆる NFT を使用して販売したのに対し、
商標権者であるエルメスが、商標権侵害、商標の希釈化（Dilution）等を主張して、2022 年 1 月 14 日に、訴状を
提出したところ、被疑侵害者が 2 月 9 日に、訴え却下の申し立てを行い、エルメスによる訴状の修正と被疑侵害者
による修正された訴状に対する訴え却下の申し立てを経て、裁判所は、5 月 5 日に訴え却下の申し立てを否定する
決定（order）を行った（17）。なお、Exhibit（証拠物）によれば、米国において、1939 年から 2013 年にかけて、商
標 HERMĒS が 14 の登録番号で登録されている（18）。
　本件については、2023 年 1 月 30 日に陪審審理（Jury Trial）が開始されたと報じられていたが（19）、2 月 8 日に、
被告が商標権侵害、商標権希釈化、ドメイン名先占（インターネットのドメイン名、特に会社の商標と関連しそう
な名を確保し、後にそれをその会社に売ったり使用料を取ったりして利益を得ようとする行為（20））（cybersquatting）
責任を負い、表現の自由等を規定した合衆国憲法第 1 修正（First Amendment）の保護は阻却事由とならないと
の評決が下された（21）。

（ⅱ）　裁判所の NFT の取扱い
　裁判所の NFT の取扱いは以下（「」で囲った部分）のとおりである。「被告は NFT を「METABIRKINS（メタ
バーキン）」のタイトルで販売し、これらの NFT は毛皮で覆われた（fur-covered）原告の高級ハンドバッグ「バー
キン」の digital image（デジタル画像）と関連していることについては、原告と被告の間で争われていない（22）。こ
れらの NFT と NFT に関連する画像を合わせて “MetaBirkins NFTs”（メタバーキン NFT）と呼ぶ（23）。陪審が混
同のおそれを判断する際には、消費者による “MetaBirkins NFT”（メタバーキン NFT）と「バーキン」の mark

（標章）の現実の関連づけも考慮されるべきである（24）。被告による「バーキン」mark（標章）の使用が、潜在的
な消費者をミスリードして、原告が被告のメタバーキンプロジェクトに提携していると信じるように意図的にデザ
インされたことを原告が証明できない場合は、合衆国憲法第 1 修正（First Amendment）の保護により被告は免
責される（25）。」以上から、ニース国際分類、EUIPO、UKIPO、USPTO 等と異なり、消費者の理解を前提に NFT
と画像ファイル等を区別しない見解のように思われるが、消費者の理解を尊重する点は傾聴に値すると思われる。

（ⅲ）　原告の主張における NFT の取扱い
　原告は以下（「」で囲った部分）の主張を行っている。「争われていない証拠の示唆するところによれば、消費者
は、実のところ、NFT とともにデジタル画像の排他的な所有権を購入したと理解していた（26）。「METABIRKINS

（メタバーキン）」は NFT と NFT に結び付けられてデジタル画像の双方に言及するものと理解されるべきである（27）。
関係する消費者は、NFT と NFT に結び付けられた「METABIRKINS（メタバーキン）」のデジタル画像を区別
しない（28）。」これらの主張から、原告の見解も裁判所の見解と同様、消費者の理解を前提に NFT と画像ファイル
等を区別しない見解のように思われる。

（ⅳ）　被告の主張における NFT の取扱い
　被告は以下（「」で囲った部分）の主張を行っている。「NFT は「METABIRKINS（メタバーキン）」の画像の
真正性を証明するものである（29）。Merriam-Webster Dictionary は NFT を “a unique digital identifier that can-
not be copied, substituted, or subdivided, that is recorded in a blockchain, and that is used to certify authentici-
ty and ownership（as of a specific digital asset and specific rights relating to it）”（複製、代替、分割できない固
有のデジタル識別子で、ブロックチェーンに記録され、（特定のデジタル資産やそれに関連する特定の権利の場合
のように）真正性と所有権を証明するために使われる）と定義している（30）。」これらの主張から、被告の見解は、
Merriam-Webster Dictionary の見解と同様と思われる。
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（ⅴ）　検討例
　NFT とは分けて検討すべき問題である可能性のある virtual goods（仮想商品）に関する問題についてであるが（31）、
本事件の評決は、real-life goods（フィジカルな商品）が virtual goods（仮想商品）としてどのように利用される
かについて、ブランドオーナーは、コントロールする権利があるとした先例であるとする分析がある（32）。
2）　Nike v. StockX 事件

（ⅰ）　事件の概要（原告、被告の主張における NFT の取扱いを含む。）
　1）と同様、ニューヨーク州連邦地方裁判所の事件で、2022 年 2 月 3 日に訴状が提出され、これに対し、3 月 31
日に答弁書が提出されている。
　5 月 25 日付の修正された訴状によれば、スニーカー等のオンライン二次流通プラットフォームを運営する被疑
侵害者である StockX が、被疑侵害者によって作られたバーチャル製品である「Vault NFT」で、ナイキのオーソ
ライズ等なくナイキの Mark を業として使用していること等に対し、ナイキが、商標権侵害、商標の希釈化

（Dilution）等を主張した（33）。
　これに対し、被疑侵害者は、2022 年 6 月 6 日付の修正された訴状への答弁書において、「Vault NFT」は、
virtual products（仮想製品）ではなく、被疑侵害者によって本物であることが認証されたフィジカルな商品に紐
づけられている等の反論を行っている（34）。

（ⅱ）　原告の商標出願情報における NFT の取扱い
　2021 年 10 月 27 日と 28 日に原告は、以下に関連して商標出願を行っている “［d］ownloadable virtual goods, 
namely computer programs featuring footwear,”（i.e., digital sneaker NFTs）and “［r］etail store services 
featuring virtual goods, namely footwear”（i.e., a digital sneaker NFT trading platform）（35）。この出願関連情報
は、UKIPO と同様、NFT 自体がソフトウェアとして認容されるとする理解に基づくものと思われる。また、
NFT と virtual goods を同視しているように思われる。

（ⅲ）　被告の主張における NFT の取扱いの補足
　被告は、以下（「」で囲った部分）の主張を行っている。「被告の NFT の導入は、頻繁に取引されるフィジカル
な製品の ownership（所有権）の跡を追跡する（track）目的で、権利主張（claim）のチケットとして使われるも
のであり、合法である（36）。「Vault NFT」はフィジカルな製品と 1 対 1 で結び付けられており、メタバースにおい
ては何の有用性もない（37）。「Vault NFT」は、絶対的に、virtual products（仮想製品）でもデジタルスニーカーで
もない（38）。「Vault NFT」だけをフィジカルな製品と別に取引することはできない（39）。」以上から、被告の見解は、
NFT をフィジカルな製品の権利主張のツールとする見解とみることができると思われ、NFT のフィジカルアイテ
ムへの固定可能性と NFT により認証されるフィジカルな商品を認める USPTO 及び欧州議会 Study の見解と整合
的な可能性がある。

（ⅳ）　検討例
　本件に関連して、Vault NFT に紐づけられたスニーカーは真正商品であり、これを二次流通させる行為そのも
のは商標権侵害にならないという前提で、スニーカーに紐付けられた NFT を販売する行為は、スニーカー自体の
販売とは別に、商標権侵害が成立するかという問題について、ある NFT が、それに対応する商品の所有権者が誰
であるかをブロックチェーン上の取引履歴によって証明することを中核的な機能としている場合は、NFT は独立
して取引の対象となっているのではなく、商品の取引に付随して役割を果たしているにすぎないので、商標権侵害
とならないと解する余地があるが、NFT が、物理的な商品からは独立して取引の対象となるような価値を有する
と評価できる場合は、商標権侵害が肯定される可能性が出てくるとする分析がある（40）。この分析を前提に考える
と、被告は NFT は独立して取引の対象となっているのではなく、商品の取引に付随して役割を果たしているにす
ぎないとの見解に近いと思われるのに対して、原告は NFT が、物理的な商品からは独立して取引の対象となるよ
うな価値を有するとの見解に近いと思われる。



NFT の商標法上の取扱い―ニース国際分類、欧州、米国及び我が国の状況

パテント 2023 － 136 － Vol. 76　No. 13

　（3）　先行研究
　NFT は underlying asset にリンクを提供するものではなく、NFT におけるブロックチェーンは、誰が NFT を
所有しているかについての記録を提供するものであって、誰が underlying asset を所有しているかについての記録
を提供するものではないとする先行研究がある（41）。なお、この先行研究のように NFT がデジタル絵画等にリンク
したデジタル資産であることに疑問を呈する見解がおそらくアメリカにおける法律家の多数説との指摘がある（42）。
この先行研究は、NFT の画像ファイル等の所有権を証明する機能を否定する見解と思われる。

　2.4　我が国
　NFT の JPO による定義は見当たらないが、例えば、専門家によれば、「ブロックチェーン上で発行されるトー
クンのうち、トークン自体に固有の値や属性を持たせた代替性のないトークン（43）」と定義される。ただ、ニース
国際分類（特許庁編）の「非代替性トークン（NFT）により認証されたダウンロード可能なデジタルファイル」
については、同分類の一覧表の＊欄に「＊（アスタリスク）」が表示されており、日本語訳全体が角括弧［　］で括
われているため、我が国においては、商標出願の際に、指定商品・指定役務の表示として採用できない商品のよう
に思われる（44）。NFT 関係の登録例としては、指定商品に第 9 類「非代替性トークンで所有が証明された資産性の
ある画像・動画ファイル」を含めた商標「100 THIEVES」が見受けられるが（45）、NFT ではなく、NFT により証
明されたファイルとしているので、NFT により認証された画像ファイル等を認容する見解と思われ、ニース国際
分類、EUIPO、USPTO と同様であるように思われる。
　また、本商標の経緯情報によると、出願の際の商品名「ダウンロード可能なバーチャルグッズ、非代替性トーク
ンで所有が証明される資産性のある電子データ」がその内容及び範囲を明確に指定したものとは認めらず、拒絶理
由通知を受けた後、審査官の示唆を踏まえ、手続補正が行われた経緯がある。この経緯を踏まえると、ニース国際
分類の「非代替性トークン（NFT）により認証されたダウンロード可能なデジタルファイル」が日本においては、
指定商品表示として採用できない理由は、画像・動画ファイルと比較した場合の内容及び範囲の不明確性にある可
能性があると思われる。
　なお、ニース国際分類の表現（以下の意見においては専門家委員会で採択された表現とされている）については
以下（「」で囲った部分）の意見が提出されている。「多くの国のユーザーにとって、我が国を指定するマドリッド
協定議定書に基づく商標の国際登録を行うに際し指定したいと望むものであり、また、我が国のユーザーにとって
も、国内の商標出願／登録において当該商品を指定できないことをもって、当該商品に基づく国際登録を行うこと
ができないというデメリットが生じ得る。そのため、専門家委員会で採択された表現については、我が国において
も極力採用すべきであると考える。当該商品については、「digital files」（デジタルファイル）の内容が不明確かつ
広範であることから類似群コードの特定が困難である、というのが見送りの理由であると思われるが、例えば
digital files に含まれるであろう「data files」（データファイル）については、音声・音楽・画像・映像・文字の
データに関する類似群コード（24E02, 26A01, 26D01）が、「program files」（プログラムファイル）についてはコ
ンピュータ用・携帯情報端末用プログラムに関する類似群コード（11C01）が、「game program files」（ゲームプ
ログラムファイル）については業務用又は家庭用のゲームプログラムに関する類似群コード（09G53, 24A01）がそ
れぞれ明確なものとして既に規定されていることから、「digital files」（デジタルファイル）についても上記類似群
コードのうちいずれかを付与するか、又は別途新たな類似群コードを付与するなどして我が国で採用することを前
提に継続して検討すべきと考える（46）。」
　この意見に関する情報としては、プログラムファイル及びゲームプログラムファイルについては、審査における
商品・役務名として採用された実績が見当たらなかった。データファイルという語を含む表示については、審査に
おける役務名（35 類、42 類）として採用実績があり、その際の類似群コードは 35G03、42P02、42X11 である。
同様に、審査における商品名（9 類）として採用実績のある画像・動画ファイルの類似群コードは 24E02、26D01
である。以上から、データファイルも画像・動画ファイルもデジタルファイルに含まれるとすれば、デジタルファ
イルでは内容が不明確かつ広範との説明はあり得るのではないかと思われる。
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　2.5　まとめ
　以上の見解を整理すると、以下のような三つの観点からの分類・整理の可能性がある。
　① NFT 自体を認容する見解（UKIPO、Nike v. StockX 事件原告の商標出願情報）と② NFT により認証された
画像ファイル等を認容する見解（ニース国際分類、EUIPO、USPTO、JPO 等）に分類・整理。
　① NFT と画像ファイル等を区別する見解（ニース国際分類、EUIPO、USPTO、JPO 等）と②消費者の理解を
前提に NFT と画像ファイル等を区別しない見解（Hermes v. Rothschild 事件判決及び原告）に分類・整理。
　① NFT の画像ファイル等の所有権認証機能を否定する見解（米国の先行研究）、② NFT の画像ファイル等の所
有権認証機能を肯定する見解（欧州議会 Study、USPTO、Merriam-Webster Dictionary、Hermes v. Rothschild
事件被告）、③ NFT の画像ファイル等の真正性認証機能（ニース国際分類、EUIPO、USPTO、JPO 等）を肯定す
る見解に分類・整理。

3.おわりに
　本稿においては、近時の国際動向を踏まえ、ニース国際分類、欧州、米国及び我が国の NFT の商標法上の取扱
いについて、先行研究を紹介、比較・検討した上で、一つの可能性として、三つの観点から分類・整理を試みた。
　本稿がこの問題に関心を持つ方々に議論の素材を提供する等の形で、何らかの参考になれば幸いである。

※　本稿は筆者個人の見解であり、筆者の所属する組織の見解ではありません。
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